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成年年齢引下げ後の若年者への消費者教育推進方針
－消費者教育の実践・定着プラン－

（2022年３月31日若年者への消費者教育の推進に関する４省庁関係局長連絡会議決定）

● 関係４省庁（消費者庁・法務省・文部科学省・金融庁）が連携して
2018年２月～ 若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム
2021年３月～ 「成年年齢引下げに伴う消費者教育全力」キャンペーン
に基づき若年者への消費者教育の取組を推進し、一定の成果。

＜高等学校等における「社会への扉」等を活用した実践的な消費者教育（授業）の実施率＞
2018年度：38％ ➡ 2019年度：67％ ➡ 2020年度：86％ ➡ 2021年度：91％

＜消費者教育コーディネーターの配置都道府県数＞
2018年４月：19 ➡ 2019年４月：26 ➡ 2020年４月：34 ➡ 2021年４月：40

国公立：98％
私立：75％
特別支援学校：88％

成年年齢引下げに関する若年者への消費者教育
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● 2022年１月には、「成年年齢引下げに関する関係閣僚会合」が開催され、若年者の消費者
被害等を防止するための施策が取りまとめられた。 若年者の消費者被害の防止等のため、
関係省庁が所管の取組を着実に進めるよう、総理から指示。



成年年齢引下げ後の若年者への消費者教育推進方針
－消費者教育の実践・定着プラン－

（令和４年３月31日 若年者への消費者教育の推進に関する４省庁関係局長連絡会議決定）

消費者庁 法務省 文部科学省
４省庁が連携して成年年齢引下げ後の消費者教育の実践・定着に向けた取組を推進

金融庁

Ⅰ 実践的な取組の推進・環境整備

Ⅱ コンテンツの充実・活用の促進

Ⅲ 進捗状況のフォローアップと推進方針の見直し

１．学校等における消費者教育の推進
（１）高等学校等における消費者教育の推進
○学習指導要領の趣旨の周知・徹底
○実践的な消費者教育等の推進
○教員の養成・研修の推進 等
（２）大学等における消費者教育の推進
○消費生活センター等と連携、実務経験者の活用の
促進

○学生に対する消費者被害防止に向けた指導
○金融経済教育講座の実施 等
（３）事業者等における若年者向け消費者教育の推進
○新人研修等を活用した消費者教育の促進 等

２．若年者に対する広報・啓発
（注意喚起・情報発信等）

○若年者の消費生活相談の状況等を踏ま
えた注意喚起

○若年者が社会の一員として相互に情報
共有する活動の推進

○成人式、入学時ガイダンス等を活用した
情報発信

○シンポジウム等を活用した啓発
○SNS等を活用した情報発信 等

３．若年者を支える社会的な
環境の整備

○消費者ホットライン188の周知
広報

○若年者が相談しやすい体制整備
及び周知

○親世代を含めた若年者周辺の人
への啓発・情報発信 等

○ 動画、教材等のＳＮＳ、ウェブサイト・ポータルサイト等を通じ活用促進 等

○ 各施策の進捗状況を毎年度フォローアップ
○ 進捗状況や社会経済情勢を踏まえ、必要に応じ見直し 等

成年年齢引下げ後の若年者に対する消費者教育は、高等学校段階のみならず、社会人も含めた若年者への切れ目
のない消費者教育へと進展させ、消費者被害の状況等も踏まえつつ、成年年齢引下げ後の消費者教育の実践・定着
に向けて関係４省庁が連携し、若年者への消費者教育に取り組む。
※2022年度以降３年間の計画
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「社会への扉」等を活用した消費者教育出前講座（講師派遣）

＜出前講座の活用例＞
・HR時に、全校生徒にオンライン視聴
・社会科(公民）・家庭科等の授業の途中で視聴
・自習時間ができた場合に活用（オンデマンド）
・コロナ禍の自宅学習教材に活用（オンデマンド）

消費者庁が作成した若年者向け消費者教育教材「社会への扉」等を活用し、消費者トラブルの実態に
精通した消費生活相談員等を学校に派遣し、実践的な消費者教育講座を実施。
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検討会の開催と試行研修の実施

研修プログラムの開発

事業者に対するヒアリング

事業者等における若年者向け消費者教育の推進

事業者において特に若年の従業員（新人等）を対象とする研修に、消費者教育の内容を導入すること
を目指し、企業へのヒアリング等により、効果的な研修手法を調査した上で、事業者内若手従業員研修
向けプログラムを開発。

複数の規模・業種の企業に対し、新人研修に消費者教育を導入することの
意向やニーズ等についてヒアリングを実施

検討会等の意見を踏まえ、新入社員向け研修プログラムを開発
（研修用スライド、動画、講師用指導ガイド、研修説明資料等）

検討会を開催して検討を行い、試行研修を実施
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「消費者保護基本法（消費者基本法の前身）」が昭和４３年５月に施行されたことからその施行２０周年を機に、昭和６３年から
毎年５月を「消費者月間」とし、統一テーマを設定し、消費者、事業者、行政が一体となって、消費者問題に関する教育・啓発等
の事業を集中的に実施
あわせて、消費者利益の擁護・増進のために各方面で活躍されている方々への「消費者支援功労者表彰」を実施

令和４年度消費者月間

令和４年度消費者月間ポスター
（ポスターデザインコンテストにて決定）

保護者向け消費者被害防止セミナー

（５月に配信）

消費者月間シンポジウム

（５月20日（金））

考えよう！大人になるとできること、気を付けること ～18歳から大人に～

消費者月間とは

令和４年度統一テーマ

・保護者向け
・菊間千乃弁護士出演
・消費者庁YouTubeチャンネルにて配信

成年年齢引下げに関連した消費者庁の動き
・保護者向けセミナー動画ダイジェスト版視聴
・講演とテーマ別分科会（①取引のデジタル化、
②緊急時対応、③エシカル消費）
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保護者向けセミナー動画の配信

菊間千乃弁護士に御参加いただき、10代後半～
20代前半の子を持つ親世代向けに「成年年齢引
下げにかかる若者の消費者トラブル」について理解
を深めることを目的とした「「18歳から大人」ってどう
いうこと？－菊間弁護士に聞いてみよう－」のセミ
ナー動画を配信。

■主な内容:
１．「成年年齢引下げ」ってそもそもどういうこと?
２．懸念される新成人の消費者トラブル
（儲け話、美容医療、定期購入）

３．もしトラブルに巻き込まれたら
（クーリング・オフ、不当な勧誘により締結した
契約に対する取消権）

４．正しい知識に基づく日頃からの注意が一番の
対策

7「18歳から大人」ってどういうこと？ YouTubeページ

ダイジェスト
（約11分）

フルバージョン
（約34分）
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LINE公式アカウント 「消費者庁 若者ナビ！」「18歳から大人」Twitterアカウント

SNSを活用した情報発信等
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【機密性○情報】○○限り

２．政府広報ラジオ

➣番組名： 青木源太・足立梨花 Sunday Collection
➣放送日時： ２月５日（日） 7：30～7：55（TOKYO FM）

テレビＣＭ ウェブＣＭ １日センター所長・街頭啓発 高校校内放送・出前講座

静岡 １月２０日（金）
～３１日（火）
※静岡・富山で放映

１月２０日（金）
～２月１０日（金）
※東海・北陸エリアで配信

１月２４日（火）
※静岡中部県民生活センター

１月２５日（水）
※私立静岡英和女学院高等学校

富山
１月２６日（木）
※富山県消費生活センター

１月２６日（木）
※県立滑川高等学校

消費者ホットライン１８８の周知広報

３．委託広報

消費者庁

１．政府広報テレビ

➣番組名： サキドリ情報便！
➣放送日時： １月６日（金） 18：30～19：00（BSテレ東）

➣広報対象： 主に高齢者・若者を対象、１８８認知度が低い地域で集中広報 ※消費者庁HPで全国にも活用
➣媒体等： 地元出身の有名声優によるコンテンツ・イベント、県センター・県内高校協力
➣出演者： 安済知佳氏（声優、北陸出身）、帆世雄一氏（声優、静岡出身）、静岡県センター・寺本浩子所長 等

（備考）・『霊感商法検討会報告書』 （2022年10月17日）「消費者被害の未然防止及び解決の促進を図るためには、被害情報を迅速に公表すること、さらに消
費生活センターの存在の周知を強化することが重要である。」
・『旧統一教会関係省庁連絡会議取りまとめ』（2022年11月10日）「ＳＮＳなどを活用し、消費生活センター等の存在を周知するとともに、必要な注意喚
起等を行うとともに、「消費者力」を高めることや、個別のトラブルの手口や対処法に関する教材を充実し、出前講座において普及啓発を図るなど幅
広い世代に対する被害の未然防止のための消費者教育の充実・強化に取り組む。」 9



消費者教育に関する情報を

検索できます！

教材を探す
消費者教育に関する教材を検索できます。

取組事例を見る
教材を利用した消費者教育実践事例や、消費者教育コー
ディネーター等の各種取組事例をご紹介します。

講師を探す（団体情報バンク）
職員等を講師として派遣する活動をしている団体をご紹
介します。学校や地域の団体、サークル等で学習会や研
修会への講師をお探しの方はご活用ください。

注意喚起チラシを探す
国や地方公共団体、各種団体が発行している注意喚起用
のチラシをご紹介します。消費者トラブルの未然防止、
拡大防止にお役立てください。

情報の「再検索」が
しやすくなりました！

情報の掲載、更新、修正が
しやすくなりました！
（別途ユーザー登録が必要です）

NEW！

NEW！

幅広い内容の取組事例の報告が掲載可能
取組事例として、教材を活用した講座や、消費者向けの
啓発イベントなど、消費者教育に関する幅広い内容の報
告を柔軟に掲載いただけます。

消費者教育に関する情報を

掲載できます！（※）

教材等の掲載
消費者教育に関する教材情報や団体情報、注意喚起チラ
シを掲載していただけます。

教材等の修正、更新
直接、ご自分の登録済情報の修正や更新をしていただけ
ます。

（※）別途ユーザー登録が必要です

NEW！

NEW！

消費者教育ポータルサイト https://www.kportal.caa.go.jp
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